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環境教育・啓発�

かつて環境と経営は、相反するものと考え

られていました。社員一人ひとりの意識

が「環境経営」というレベルに進化するた

めには、トップの意思表示や各部門での

積極的な活動はもちろん、意識改革を

促すための活動が重要です。なぜなら、

環境保全は企業としての活動ではあるも

のの、実際は社員一人ひとりが行っている

活動だからです。社員の意識の持ち方に

よって、同じ活動でも、その成果は大きく

異なってきます。社員の意識改革を促す

ために、リコーグループでは、社内教育を

はじめ、社内啓発のためのさまざまな活動

を展開しています。�

環境大会�

リコーグループでは、1995年から毎年、全社

環境大会を開催。2000年開催の第6回か

らは、グローバルなリコーグループ全体の

環境大会に拡大しました。環境大会のあり

方も、年とともに変化しています。従来は専

門家による事例発表会の場という色合い

の強かったものが、経営トップ層による「環

境経営」方針発表の場へと様変わりして

きました。第6回環境大会では、海外のグ

ループ会社が事例を発表したり、販売会

社の社長も参加するなど、「環境経営」が、

リコーグループ全体の大きなテーマになっ

てきたことを示しています。�

環境ボランティアリーダーの養成�

社員の環境保全への意識は、頭で理解

するだけではなく、体を動かして体験する

ことによって、より強く、正しく高まっていき

ます。リコーは、社会貢献としてだけではな

く、社員の意識啓発の手段としても環境

ボランティア活動を重視。社員が自発的に

参加できる活動の場を提供するために、

「環境ボランティアリーダー養成プログラム＊」

を実施しています。　＊28ページを参照。�

環境活動に対する表彰制度�

リコーグループでは、社員主導型の環境活

動を推進するために、1998年に「環境提

案賞」を募集しました。環境技術および環

境調和型製品に関する提案、環境ビジネ

スに関する提案、職場・家族・その他の社

会活動において取り組むべき環境活動に

ついての提案の3つのカテゴリーに対して、

国内268件、海外52件、総数320件の提案

が寄せられ、2件が優秀賞を受賞しました。

また、リコーでは、社員の活動を表彰する

「みのり賞」という制度があり、1999年度は、

このなかの環境部門で、「リサイクルセンター

構築プロジェクトグループ」「省エネモード

に対応した小型ISDN G4通信ユニットの

開発」「産学共同による子供向け環境

ホームページの制作」などが受賞しました。�

意識調査�

リコーは、環境教育をはじめ、環境大会の

開催や環境ボランティアリーダーの育成

など、環境教育・啓発に積極的に取り組

んでいますが、同時にその効果を把握する

ために社員の意識調査を行っています。

1999年度は1266名のデータを集計。2000

年度も継続的に意識調査を実施し、社員

の意識向上に役立てていきます。�

環境教育・活動支援�

リコーグループでは、環境活動への理解

を深め、環境活動のプロフェッショナルを

育成するための教育体系を設け、新入社

員研修、設計技術者研修、環境マネジメ

ントシステムの内部監査員講座などを実

施しています。また、公害防止管理者や作

業環境測定士など公的資格取得の支援や、

環境保全に功績のあった社員に対する社

内表彰制度も設けています。�

環境関連講座（受講者数）�

第6回環境大会�

ネットワークによるノウハウの水平展開

リコーのデータベースは、最新の環境情報

を、全世界のリコーグループから閲覧・掲

載できるようになっています。それぞれの

部門で、グループ内の最新の事例をベン

チマークし、いちはやくそのノウハウを導入、

さらに新たな視点でノウハウに磨きをかけ

ることで、より高い効果をあげています。�

リコー能力開発研修�

階層別研修� 目的別研修� 専門別研修� 自己啓発�

環境関連資格研修�

危険物取扱者他�

導入研修� 管　　理�技術／技能� 販　　売�

環境一般講座�階層別研修� 実務者講座� 内部監査員講座�

・部長研修�

・次長研修�

・課長研修�

・新入社員導入研修�

・環境マネジメントシステム規格�

・環境関連法規�

・環境影響評価�

・事業所環境保全技術�

・LCA�

・リサイクル対応設計�

・製品環境影響評価技術�

・化学品安全と法規対応�

・内部監査員教育�

・レベルアップ研修�

・省エネ／省資源／汚染予防�

環境教育体系�

リコーグループの環境情報誌「ECOTODAY」�

　　　　研　修　名�

リサイクル対応設計�

製品環境影響評価技術�
（機器製品編）�

環境関連法規�

環境マネジメントシステム規格�

LCA�

化学品安全と法規制対応�
 ～初級～�

化学品安全と法規制対応�
 ～上級～�
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0 200 400 600 800 1000 1200
（人）�

（人）�

（人）�

はい�

いいえ�

回答なし�

環境ボランティアに興味がある�

0 200 400 600 800 1000 1200

はい�

いいえ�

回答なし�

環境問題について関心がある事項（複数回答可、上位5項目）�

0 100 200 300 400 500 600 700 800

地球温暖化�

環境ホルモン�

廃棄物問題�

オゾン層の�
破壊�

ダイオキシン�
問題�

普通の製品と�
同じ値段であれば�
47％�

少し高いだけなら�
環境配慮品�
38％�

環境配慮は�
意識していない�
9％�

値段に関わらず�
環境配慮品を購入�
するよう努めている�
4％�

回答なし�
2％�

個人の消費活動における環境配慮型商品への意識�

1999年度の「環境ボランティアに興味がある」「環境ボランティア

に参加したことがある」のデータから、ボランティア活動など社員

の自発的な活動の場が不足していることが問題であることが読

み取れます。リコーは、同年度から「環境ボランティアリーダー養

成プログラム」をスタートさせました。�

社内報や環境情報誌による情報発信

リコーの社内報には「環境ホットトピックス」

というページが設けられ、グループ内の環

境活動や、受賞に関するニュースなど社会

的な評価に関するニュースが掲載されて

います。これは社員に情報を伝えるだけで

なく、企業として環境に積極的に取り組

んでいくという意思を社内に伝えるもので

もあります。また、ＥＣＯＴＯＤＡＹという環境

情報誌も発行。各部門

での環境への取り組み

はもちろん、環境ＮＧＯの

方々の考えなども紹介し、

幅広い角度から社内啓

発を行っています。� ＊上記データは1999年6月の調査によるものです。�

環境経営�
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